
「○○県人口減少対策・就職支援基金」

出捐

④要件を満たす者に対して奨学金
返還の全部又は一部を負担

地元産業界
一般の寄付等

道府県等 道府県等の基金へ
の出捐額に特別交
付税措置

地方大学等への進学、地元企業への就職や、都市部の大学等から地方企業への就職を促進

連 携

独立行政法人
日本学生
支援機構

文科省

【標準的な基金規模※】
年 間 支 援 対 象 者 ：100人
1人あたりの奨学金(貸付)額：400万円
⇒ 基金規模：４億円

【事業イメージ】

③奨学金返還

①対象学生を推薦

※既に基金を造成している都道府県の事例を参考に算出したもの。
実際の事業執行にあたっては、各地方公共団体が設定。

②奨学金貸与 を設定無利子の優先枠（地方創生枠）
１都道府県あたり各年度上限100名

大学生等

・当該特定分野の学位や資
格の取得

・｢地方経済の牽引役となる
産業分野｣や｢戦略的に振興
する産業分野｣に係る地元
企業に就職 など

※地方公共団体と地元産業
界が合意して設定

対象者の要件

地方創生応援税制（企業版ふ
るさと納税）の活用も可能

内閣府

総務省

出捐

資料７－２
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平成２８年度 地方創生・奨学金返還支援制度の概要 

～ 奨学金を活用した大学生等の地方定着の促進 ～ 
 

 

 主な申請要件 
募集人

数 
返還支援要件 

返還支援の

上限 

１.山形県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）貸

与希望者、貸与者 

・県内高校等の卒業見込み・既卒者 

・県内外の大学等進学予定・在籍者 

・県内の商工、農林水産、建設、医療等対象

産業分野への就業希望者 

１００人

卒業後、３年

間、県内居住・

対象産業分野へ

就業後、支援開

始。 

１２４.８

万円

２.新潟県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子・有

利子）、新潟県奨学金等の貸与者 

・県内高校等卒業の 30 歳未満の者で、大学等

卒業後、県外で３年以上の就業経験者 

・県内転入後半年以内での県内企業等への正

規雇用者 

設定せ

ず 

県内に居住・就

業。就業翌年度

から支援開始。 

１２０万

円

３.富山県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）、

富山県奨学資金貸与者 

・県外理工系大学院２年生、県外薬学部６年

生 

・県内居住希望者 

３０人

Ｈ29 年４月末ま

でに県内登録企

業へ就業・県内

居住。就業年度

から支援開始。 

貸与総額

４.福井県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子・有

利子）貸与者 

・県外大学等の卒業年次に在籍かつ卒業見込

みで、卒業後に県内居住見込みの者 

・卒業後、県内の農林漁業、建設業、薬剤

師、看護職等への正規雇用での就業希望者

３０人

県内に居住・県

内企業等に就

業。就業の翌年

度から支援開

始。 

１００万

円

５.和歌山県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子・有

利子）等貸与予定者、貸与者 

・翌年度卒業見込の理工・情報・農学・薬学

系の学部・研究科在籍者 

・県内製造業・ＩＴ産業への就業希望者 

５０人

卒業後、３年

間、県内製造

業・ＩＴ産業で

就業後、支援開

始。 

１００万

円

６.鳥取県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子・有

利子）、鳥取県育英奨学金等の貸与者 

・県内の製造業、情報通信業、薬剤師、建設

業等への就業希望者 

・県内居住希望者 

１８０

人

県内の対象業種

に就業・県内居

住。就業年度か

ら支援開始。 

２１６万

円

７.山口県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）貸

与者 

・大学院工学・理学・農学・薬学研究科１年

生又は薬学部５年生 

・県内製造業に就業希望者 

２０人

県内製造業に就

業。就業年度か

ら支援開始。 

２１１万

円
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 主な申請要件 
募集人

数 
返還支援要件 

返還支援の

上限 

８.徳島県 

・大学等に進学する県内高校等在籍者で、

（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）

貸与希望者、又は大学等の卒業予定者・既

卒者で同奨学金（無利子・有利子）貸与者

・県内に正規雇用として就業希望者 

・卒業後に県内に居住希望の者、既卒者は県

外からの移住予定者。 

２００

人

３年間、県内で

正規雇用として

就業後、支援開

始。 

１００万

円

９.香川県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）の

貸与予定者又は貸与者 

・大学の理工系学部等へ進学予定又は在籍中

の者 

進学前

１００

人、在

籍中１

０人 

卒業後、３年間

（県外出身者は

５年間）県内に

居住、県内の食

品・バイオ等の

業種に就業後、

支援開始。 

７２万円

10.高知県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）貸

与者 

・H28 年度に卒業後、半年以内に県内で就業予

定者 

３０人

卒業後、４年

間、県内で就

業。５年目に支

援。 

１８０万

円

11.鹿児島県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子）等

貸与者 

・県内高校、又は県内中学校を卒業した県外

高校の卒業者等で、H29 年３月卒業見込み

の大学・大学院在籍者 

・卒業後、県内企業等への就業かつ県内居住

希望者 

１００

人程度 

県内企業等に就

業・県内居住。

就業翌年度から

支援開始。 

貸与総額

 

○平成２９年度から募集予定 

秋田県 

・（独）日本学生支援機構奨学金（無利子・

有利子）、（公財）秋田県育英会等貸与者 

・Ｈ29 年度県内就業予定者 

５０人

１年間以上県内

企業に就業。２

年目から支援開

始。 

６０万円

 


